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第１節 生産農業所得等の動向 

（１） 生産農業所得 
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○ 生産農業所得は、農業産出額の減少や資材価格の上昇により、全国と同様に長期

的に減少傾向が続いていましたが、近年は増加に転じています。（図表－1） 

〇 平成 29（2017）年は、前年に比べ 132 億円（6.5％）増加し、2,149 億円（全国

３兆 7,616 億円）となりました。これは、平成 12（2000）年以降で最も高い水準

となっています。（図表－1,2） 

〇 府県別に見ると、兵庫県が 645 億円で最も高く、次いで和歌山県の 591 億円、滋

賀県の 351 億円の順となっています。（図表－2） 

図表－1 生産農業所得の推移（全国、近畿） 

図表－2 府県別の生産農業所得（平成 29（2017）年） 

資料：農林水産省統計部『生産農業所得統計』 

注：生産農業所得は、経常補助金を含む。 
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（２）農業産出額 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

〇 近畿の農業産出額は、全国９兆 2,742 億円のうち 5,030 億円です。（図表－２） 

○ 農業産出額の１位部門は、水田率が高い滋賀県は米、都市近郊野菜の栽培が盛ん

な京都府、大阪府、奈良県は野菜がそれぞれ１位となっています。 

  また、兵庫県は畜産、みかんやうめの栽培が盛んな和歌山県は果樹となっていま

す。（図表－1） 

○ 構成割合の変化（平成９年→29 年）を見ると、生産量の減少等に伴って米が低下

し、野菜や果実、畜産が上昇しています。（図表－２） 
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図表－１ 部門別農業産出額の構成割合（平成９年→29 年） 

資料：農林水産省統計部『生産農業所得統計』 
注：１ 全国値については農業総産出額である。 

２ その他は合計からその他以外を差し引き算出した値である。 
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図表－２ 構成割合の変化（平成９年→29年） 
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農業産出額の全国順位が高い主な農産物（平成 29 年・府県別） 

府県 農産物
全国
順位

産出額
全国に占
める割合

府県 農産物
全国
順位

産出額
全国に占
める割合

位 億円 ％ 位 億円 ％

か ぶ 4 7 4.7 乳 牛 8 23 1.2
大 豆 6 14 4.1 鶏 卵 9 205 3.8
きょうな （ み ず な ） 6 6 4.1 ブ ロ イ ラ ー 9 77 2.2
た け の こ 2 22 20.6 か き 2 67 16.7
きょうな （ み ず な ） 2 12 8.1 荒 茶 7 9 2.4
荒 茶 3 41 10.8 き く 9 13 2.1
茶 ( 生 葉 ) 4 52 8.0 茶 ( 生 葉 ) 9 10 1.5
な す 8 25 2.9 み か ん 1 335 19.5
こ ま つ な 8 11 3.4 う め 1 208 67.5
し ゅ ん ぎ く 2 15 8.9 か き 1 82 20.4
ぶ ど う 6 41 3.0 は っ さ く 1 36 76.6
こ ま つ な 10 8 2.5 さやえんどう(未成熟) 2 28 11.3
も や し 2 31 5.5 ス タ ー チ ス 2 19 37.3
大 豆 2 22 6.4 も も 3 61 10.6
た ま ね ぎ 3 80 8.3 キ ウ イ フ ル ー ツ 3 17 13.0
レ タ ス 3 68 6.7 しらぬい(デコポン) 4 13 9.0
は く さ い 5 23 3.3 し ょ う が 6 14 5.1

滋賀

京都

大阪

兵庫

兵庫
（続き）

奈良

和歌山

農業産出額の１位部門（平成 29 年） 

注：大豆は黒豆を含む。 

琵
琶
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滋賀 

資料：農林水産省統計部『生産農業所得統計』、『市町村別農業産出額（推計）』 
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市町村別農業産出額（推計）ランキング（平成 29 年） 

部門別の上位 10 市町村 
単位：億円

品目別の上位５市町村 
単位：億円

市町村 産出額
全国

順位
市町村 産出額

全国

順位
市町村 産出額

全国

順位
市町村 産出額

全国

順位

南あわじ市 242.7 53 南あわじ市 158.9 14 紀の川市 132.9 5 上郡町 66.3 136

紀の川市 189.5 93 京都市 76.8 59 田辺市 118.0 8 豊岡市 65.4 138

神戸市 158.4 130 神戸市 62.7 84 有田川町 111.5 9 赤穂市 58.6 157

有田川町 141.3 159 和歌山市 33.9 179 みなべ町 93.2 13 南あわじ市 58.4 159

田辺市 138.3 165 印南町 28.2 212 海南市 75.1 19 福知山市 48.9 185

豊岡市 121.3 199 京丹後市 27.1 220 五條市 63.4 23 神戸市 47.1 191

東近江市 108.6 239 紀の川市 26.3 224 有田市 56.2 28 洲本市 38.8 227

みなべ町 108.3 240 泉佐野市 24.0 249 かつらぎ町 55.8 29 淡路市 32.7 272

五條市 101.7 265 久御山町 22.2 272 湯浅町 30.8 60 近江八幡市 31.5 284

京都市 99.3 276 亀岡市 20.8 291 広川町 23.1 86 姫路市 29.6 306

農業産出額計 野菜 果実 畜産

市町村 産出額
全国

順位
市町村 産出額

全国

順位
市町村 産出額

全国

順位
市町村 産出額

全国

順位

東近江市 61.0 38 篠山市 6.2 6 南あわじ市 63.8 2 南あわじ市 61.6 3

長浜市 59.2 40 東近江市 3.0 15 洲本市 7.9 19 京都市 4.6 39

豊岡市 38.4 87 近江八幡市 2.1 26 淡路市 4.0 33 洲本市 3.1 47

高島市 36.1 99 たつの市 2.1 30 紀の川市 3.0 43 京丹後市 1.0 104

丹波市 34.9 104 野洲市 1.9 43 泉佐野市 1.0 88 神戸市 0.7 132

注：黒豆を含む。

市町村 産出額
全国

順位
市町村 産出額

全国

順位
市町村 産出額

全国

順位
市町村 産出額

全国

順位

京都市 22.3 7 南あわじ市 14.8 8 みなべ町 92.6 1 五條市 58.2 1

泉南市 13.0 19 和歌山市 4.5 24 田辺市 81.1 2 かつらぎ町 26.0 2

泉佐野市 5.3 62 東近江市 1.6 54 上富田町 8.6 4 紀の川市 23.2 3

久御山町 4.7 72 神戸市 1.4 64 印南町 8.6 5 橋本市 16.8 4

神戸市 3.8 90 洲本市 1.4 68 紀の川市 3.3 6 九度山町 11.1 9

市町村 産出額
全国

順位
市町村 産出額

全国

順位
市町村 産出額

全国

順位
市町村 産出額

全国

順位

有田川町 94.9 2 紀の川市 49.2 2 紀の川市 9.0 2 かつらぎ町 4.0 5

海南市 60.8 5 かつらぎ町 7.8 16 海南市 3.2 8 田辺市 2.5 7

有田市 51.4 7 海南市 2.4 30 かつらぎ町 1.7 14 紀の川市 1.7 10

田辺市 24.9 15 岸和田市 2.1 31 有田川町 1.6 15 橋本市 0.7 27

湯浅町 24.4 17 河内長野市 0.7 73 五條市 0.4 40 有田川町 0.5 37

市町村 産出額
全国

順位
市町村 産出額

全国

順位
市町村 産出額

全国

順位
市町村 産出額

全国

順位

海南市 1.2 5 和束町 22.8 7 神戸市 28.4 48 南あわじ市 21.1 75

淡路市 0.8 8 南山城村 10.0 17 洲本市 21.4 72 洲本市 14.9 107

南あわじ市 0.4 16 宇治田原市 7.8 20 淡路市 20.3 85 神戸市 10.4 151

湯浅町 0.2 23 奈良市 7.4 22 近江八幡市 19.8 88 京丹波町 9.9 157

五條市 0.1 44 甲賀市 6.4 25 南あわじ市 18.7 92 堺市 9.0 171

資料：農林水産省統計部『市町村別農業産出額（推計）』

ねぎ はくさい うめ かき

米 大豆 たまねぎ レタス

みかん すもも

びわ 生乳

もも キウイフルーツ

茶（生葉） 肉用牛
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第２節 農業経営 

(１)農業経営体 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○ 農業従事者の高齢化などにより、農業を続けられなくなった小規模な経営体が減少

する一方、離農に伴って貸し出された耕地を借り受けて経営規模を拡大する大規模な

経営体が増加しています。（図表－1） 

〇 販売金額 1 位の部門別割合をみると稲作が経営体の 66％を占めています。 

（図表－2） 

○ 経営耕地面積規模別で５年前と比較すると、５ha 以上の階層では農業経営体数が

592 経営体（22％）増加、経営耕地面積は１万 887ha（35％）増加（全国７％）して

います。（図表－3） 
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図表－1 農業経営体数の推移 
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図表－2 農産物販売金額１位の部門別割合（平成 27 年） 
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図表－3 経営耕地面積規模別経営体数及び面積の増減差（平成 22 年→27年） 

資料：農林水産省統計部『農林業センサス』 

単位:ha

区　分 近畿 全国
平成22年 31,252 1,866,729
平成27年 42,139 1,997,637

増加率（％） 35 7
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  ５ha 以上の経営体の経営耕地面積割合（平成 27 年） 

単位：ha

５ha
以上

割合
(％)

都府県 2,400,993 966,033 40

近畿 154,925 42,139 27

滋賀 44,463 23,697 53

京都 19,652 4,263 22

大阪 6,013 286 5

兵庫 51,160 11,845 23

奈良 11,796 1,372 12

和歌山 21,841 674 3

経営耕地
面積

区分

○ ５ha 以上の経営体の経営耕地面積割合は、近畿平均の 27％に対して滋

賀県が 53％で最も高く、次いで、兵庫県が 23％です。 

○ 市町村別に見ると、滋賀県彦根市の 70％を最高に、兵庫県上郡町の 66％

など、集落営農などの組織や大規模な水田作を行う家族経営体が多い市町

で面積割合が高くなっています。 

府県別の割合 

資料：農林水産省統計部『農林業センサス』 

 

琵
琶
湖 

注：このマップは、市町村における

総経営耕地面積に占める経営耕

地５ha 以上の経営体の経営耕地

面積割合を色づけしたもの。 

ミニ分析 
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（２）販売農家 
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○ 販売農家を主副業別にみると、年間 60 日以上自営農業に従事している 65 歳未満

の世帯員がいない「副業的農家」が 68％(全国 59％)を占めています。（図表－1） 

○ 農業を主業としている農家は、和歌山県で比率が高くなっていますが、近畿全体

では 14％に過ぎません。（図表－1、2） 

〇 主業農家の作付（栽培）面積、頭数シェアは多くの部門で過半を占めており、特

に、乳用牛、施設野菜の割合が高くなっています。 （図表－3） 

図表－1 主副業別農家数割合（平成 27年） 
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図表－3 作付（栽培）面積、頭数のシェア 
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図表－2 主業農家数割合（平成 27年） 
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図表－4 販売金額１位部門別主業農家数（平成 27年） 

資料：農林水産省統計部『2015 年農林業センサス』 

副業的

農家 準主業

農家

主業農家

(14）

近畿

12万5,932戸

(100％）

（68）

(18）（59） (19）

(22）

全国

琵
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132 万 9,591 戸（100％） 



２．強い農業の創造  

  26 

(３)組織経営体 
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（31,008）
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○ 組織で農業を行う経営体が、全国同様、増加しています。農業経営体に占める組

織経営体のシェアは２％ですが、雇用者数では 42％、農産物販売金額は 26％、田の

経営耕地面積は 16％です。（図表－1、3） 

  また、組織経営体の農産物生産のシェアをみると、耕種では、集落営農などによ

る大規模化が進んでいる麦類、豆類の面積シェアが、畜産では、豚、採卵鶏、ブロ

イラーの飼養頭羽数シェアが他に比べて高くなっています。（図表－4） 

法人 
1,435 

図表－1 組織経営体数の推移 
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豆類（７）
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図表－2 農産物販売金額１位の部門別 

注：農産物販売のない経営体(農作業受託のみ等)を 
  含んでいない。 
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図表－3 組織経営体シェアの推移 

資料：農林水産省統計部『農林業センサス』 

稲 ha 80,094 10,837 14

麦類 ha 10,064 6,656 66

豆類 ha 8,650 3,914 45

工芸農作物 ha 2,270 415 18

野菜 ha 11,129 801 7

果樹類 ha 17,842 523 3

花き･花木 ha 1,568 100 6

乳用牛 頭 30,473 7,065 23

肉用牛 頭 69,142 25,717 37

豚 頭 46,986 32,327 69

採卵鶏 千羽 8,261 7,171 87

ブロイラー 千羽 19,027 15,500 81

割合
(％)

耕
種

畜
産

区分 単位
農業

経営体
組織

経営体

図表－4 農産物生産のシェア（平成 27年） 
    （作付（栽培）面積、飼養頭（羽）数） 



２．強い農業の創造 

27 

(４)集落営農 
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（％）農産物等の生産・販売が

ある集落営農の割合

非
法
人

法人

1,767 1,771

2,048 2,036

70 70 71
72 73 74

2,057

69

2,051 2,068 2,083 2,104 2,147

平成
21年

64

54
52

集落営農がある

農業集落数 
（23） 

集落営農に 

参加している

農家数（22）

集落営農への 
集積面積 
（13） 

総農業集落数 
10,796 

（100％） 

総農家数 
35 万 3,835 戸

（100％） 

総耕地面積 
22 万 7,300ha 
（100％） 

○ 集落営農数は 2,147 で、施策の推進等に伴い法人が大きく増加しています。兵庫

は全国で１位となっています。 

  また、経営所得安定対策の実施に伴って、水稲や戦略作物（麦類、大豆など）の

生産・販売を行う集落営農の割合も上昇しています。（図表－1） 

○ 集落営農のシェアを試算すると、集落営農を構成している集落数は全農業集落の

23％、構成農家数は総農家数の 22％、集落営農への集積面積は耕地面積の 13％

で、集落営農は、高齢化や担い手不足が顕著な地域農業にとって重要な存在となっ

ています。（図表－3） 

順位 県別
集落

営農数
うち、

法人

全国 15,111 5,106

1 兵庫 903 132

2 宮城 851 189

3 滋賀 820 339

4 秋田 760 260

5 新潟 754 372

18 京都 376 87

39 奈良 32 11

42 和歌山 10 1

46 大阪 6 -

図表－1 集落営農の推移 図表－2 集落営農数の上位５県 
          （平成 30 年） 

集落営農の活動例 

 

①農業機械の共同利用 
②農地の利用調整 
③農作業受託 
④農産物の生産･販売 
⑤農産加工品の生産･販売 
⑥営農の一括管理･運営 

注：ここでいう総農家数は、土地持ち非農家を含む。 
資料：農林水産省統計部『集落営農実態調査報告書』、『2015 年農林業センサス』、『耕地及び作付面積統計』 

図表－3 集落営農のシェア（平成 27 年） 

集落営農がある 

農業集落数の割合 
集落営農に参加している 

農家数の割合 

集落営農への 

集積面積割合 
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集落営農数が多い 20 市町村（平成 30 年） 

法人
割合

（％）

近畿 2,147    570    27

1 東近江市 162 107 66

2 長浜市 161 20 12

3 福知山市 93 25 27

4 加西市 76 9 12

5 甲賀市 70 30 43

6 近江八幡市 64 45 70

7 神戸市 61 3 5

8 丹波市 59 5 8

9 南丹市 54 8 15

10 三木市 52 4 8

11 日野町 51 8 16

12 豊岡市 50 11 22

13 姫路市 49 17 35

14 高島市 48 8 17

15 篠山市 47 4 9

16 米原市 40 14 35

17 京丹波町 40 5 13

18 亀岡市 39 22 56

19 京丹後市 38 8 21

20 綾部市 37 9 24

区分
集落

営農数
順
位

滋賀 

京都 

兵庫 

大阪 

奈良 

和歌山 

資料：農林水産省統計部『集落営農実態調査報告書』 

法人の割合

60
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 3

 

京都 
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奈良 

（参 考） 

集落営農

100
 50
 30
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  3

 

集落営農数 

法人の割合 

琵
琶
湖 

琵
琶
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（５） 企業参入の動向 

 

図表－1 農地のリース方式による一般法人の参入数（全国、近畿） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表－2 農地のリース方式による一般法人の参入数（府県別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：農林水産省調べ 

  注：各年 12 月末時点 

  

○  農地のリース方式により農業に参入した一般法人数は、堅調に増加しており、

平成 30(2018)年 12 月末現在で、全国で 3,286 法人、近畿では 449 法人となってい

ます。リース方式による参入が全面自由化された平成 21(2009)年と比較すると、

全国は 2,859 法人増、近畿では 434 法人増となっています。（図表－1） 

○  府県別にみると、最も数が多いのは兵庫県で、平成 21(2009)年から 187 法人増

加し、全国 1 位の 197 法人となっています。次いで京都府 84 法人、大阪府 55 法

人、和歌山県 47 法人の順となっています。（図表－2） 
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（６）基幹的農業従事者 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（１） （100％）

175万3,764人

全国

（65）

（６）

（14）

（14）

〇 農家の減少に伴って、基幹的農業従事者数（ふだんの仕事が農業）は減少し、高

齢化も進行しています。（図表－1） 

○ 年齢別に見ると、65 歳以上が 68％（全国 65％）を占め、平均年齢は 68 歳となっ

ています。（図表－2） 

○ 44 歳以下の基幹的農業従事者数は 7,235 人で、全体の６％とほぼ全国と同じで

す。（図表－2） 

図表－1 基幹的農業従事者数の推移 
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） 

図表－2 基幹的農業従事者の年齢別割合 

（平成 27年） 

資料：農林水産省統計部『農林業センサス』 
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図表－3 年齢別基幹的農業従事者数の変化 
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      （平成 29年・主副業別） 
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      （平成 29年・営農類型別） 

584 

資料：農林水産省統計部『農林業センサス』 
注：近畿農政局統計部による組替集計。上位 10 市町村には、基幹的農業従事者数 100 人未満の市町村を含めていない。 

44 歳以下の基幹的農業従事者数割合が上位の 10 市町村 

（販売金額１位の部門別・平成 27 年） 
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44 歳以下の基幹的農業従事者割合（平成 27 年） 
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ミニ分析 

○ 44 歳以下の基幹的農業従事者数割合は、和歌山県が 8.4％で最も高く、次

いで、京都府 6.0％、大阪府 5.9％の順です。 

○ 市町村別に見ると、和歌山県湯浅町の 17.4％、同みなべ町の 16.0％、京都

府伊根町 15.2％の順となっています。 
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第３節 農業の構造改革の推進 

（１） 農業経営 
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○ 農家１戸当たり農業粗収益は 348 万円で、経営規模の拡大等に伴って、近年で最

も高くなっています。（図表－1） 

○ 主副業別にみると、副業的農家の農業所得は 35 万円ですが、主業農家は全世帯の

平均所得（全国）を上回る 584 万円です。（図表－2） 

○ 家族労働１時間当たりの農業所得を見ると、酪農、肉用牛、果樹作が 1,000 円以上

となっているのに対し、水田作は小規模な稲作が多いため 137 円と低くなっていま

す。（図表－3） 
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図表－1 １戸当たり農業経営費・農業所得の推移 

図表－2 １戸当たり農業所得の推移 

      （平成 29年・主副業別） 

資料：農林水産省統計部『営農類型別経営統計（個別経営）』、『経営形態別経営統計（個別経営）』、 

   厚生労働省『平成 29 年国民生活基礎調査』 

図表－3 家族労働１時間当たり農業所得 

      （平成 29年・営農類型別） 
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（２）耕地面積 

 

  

単位：ha

再生利用
が可能な
面積

割合
(％)

全国 282,922 92,454 33 11,023

近畿 11,304 3,627 32 562

滋賀 1,596 519 33 42

京都 3,164 458 14 60

大阪 229 122 53 22

兵庫 2,263 891 39 235

奈良 1,142 664 58 51

和歌山 2,910 973 33 152

荒廃
農地区分

再生利用
された
面積

○ 耕地面積は、宅地、道路、工場用地などへの転用や農地の荒廃に伴って、全国同

様、年々減少しています。（図表－1、2） 

○ 農地の確保及び有効利用は、農業経営の安定や自給率向上の基盤となることか

ら、荒廃農地を再生利用する取組が行われており、平成 29 年の再生利用面積は

562ha となっています。うち、兵庫が 235ha を占めています。（図表－3、4） 

図表－1 耕地面積の推移 図表－2 かい廃面積の要因別割合 

    （平成 21年～30 年） 
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図表－3 荒廃農地及び再生利用された面積の推移 図表－4 府県別面積（平成 29年） 
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資料：農林水産省統計部『耕地及び作付面積統計』、農林水産省農村振興局『都道府県別の荒廃農地面積』 

9,809 
10,252 

10,777 
11,226 11,304 

5,222 

再
生
利
用
が 

困
難 

再
生
利
用
が 

可
能 

4,587 

806 

5,536 

4,716 

431 

5,884 

4,893 

465 

7,503 

3,723 

776 

7,678 

3,627 

562 

0

5

10

15

20

25

平成 22 24 26 28 30

（万ha）

田

普通畑

樹園地

20年

23.62 23.35 23.18 22.91 22.57 22.16 牧
草
地

（462.8） （459.3）（454.9） （451.8） （447.1） （442.0）

全国 



２．強い農業の創造  

  34 

  
○ 田畑別の耕地面積割合をみると、近畿は全国に比べ田の割合が高く、滋賀県、兵庫

県は田の割合が 92％（全国第２位）、91％（同３位）となっています。（図表－5、6） 

○ また、和歌山県の樹園地の割合は 64％と高く全国第１位です。（図表－5） 

○ 一方、野菜の作付けに利用することが多い普通畑の割合は、近畿計で８％となって

おり、全国の平均（26％）を大きく下回っています。（図表－6） 

図表－5 耕地の種類別面積（平成 30 年） 

資料：農林水産省統計部『耕地及び作付面積統計』 
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普通畑

（８）

（％）
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（26） （６） （14）

図表－6 耕地の種類別面積割合の比較（平成 30年） 
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（３）農地バンク    
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〇 平成 30（2018）年度における全国の農地バンクによる転貸面積は前年度から約

3.7 万 ha 増加し、22.2 万 ha となっています。うち新規集積面積は、前年度から約

1.6 万 ha 増加し、8.7 万 ha となっています。（図表－1） 

〇 近畿では農地バンクによる転貸面積は前年度から約 2.0 千 ha 増加し、13.3 千 ha

となっています。うち新規集積面積は、前年度から約 5 百 ha 増加し、3.6 千 ha と

なっています。（図表－2）           

〇 土地利用型農業が盛んで集落営農組織が多い滋賀県、京都府及び兵庫県では農地

バンクの活用が多く、中山間が多い奈良県及び和歌山県では農地バンクの活用が少

なくなっています。（図表－3） 
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図表－1 農地バンクの取扱実績（累積転貸面積）〔全国〕 

図表－2 農地バンクの取扱実績（累積転貸面積）〔近畿〕 
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図表－3 農地バンクの取扱実績（累積転貸面積）〔府県別〕 
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（４）認定農業者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

平成30年

１万1,520経営体

（100％）

稲作

（17）

露地野菜

（５）

施設野菜

（８）

果樹類

（18）花き・

花木

（３）

畜産

（５）

複合経営

（41）

その他

（３）

単一経営

（59）

図表－1 認定農業者（経営体）数の推移 図表－2 府県別の認定状況(平成 30年) 

認定農業者がいる経営体割合

25
20
15
10
 5
 0

 

図表－3 農業経営改善計画の営農類型別認定状況 図表－4 認定農業者がいる経営体数割合（平成 27年） 

資料：農林水産省『認定農業者の認定状況』『農業経営改善計画の営農類型別認定状況』、 
『2015 年農林業センサス』 
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〇 農業経営基盤強化促進法に基づく認定農業者数は、全国の５％を占め、平成 30

年３月末現在で１万 1,523 経営体となっており、近年、横ばい傾向で推移していま

す。（図表－1） 

  このうち法人数は 1,306 経営体で、10 年間で３倍に増加しています。 

（図表－1、2） 

○ 営農類型別に見ると、単一経営が６割を占め、このうち果樹類が最も多く、次い

で稲作となっています。（図表－3） 
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（５）女性農業者 

 図表－1 基幹的農業従事者に占める女性の割合（近畿）   図表－2 農業女子プロジェクトメンバー数（近畿） 

   資料：農業女子ＰＪホームページより 
  注：令和元年 7月 10 日現在 

 

  資料：農林水産省「農林業センサス」(平成 17（2005）、27（2015）年)、「農業構造動態調査」(平成 29（2017）年以降) 
  注：基幹的農業従事者とは、自営農業に主として従事した世帯員のうち、ふだんの主な状態が「主に農業」である者をいう。 
 

図表－3 府県別農業委員に占める女性の割合（近畿）               （単位：人、％） 

区 分 滋 賀 京 都 大 阪 兵 庫 奈 良 和歌山 近 畿 全 国 

農業委員の総数 平成 

30 

年度 

320  397  610  586  449  372  2,734  23,196  

  うち女性 43  43  55  56  44  31  272  2,747  

  女性の割合 13.4  10.8  9.0  9.6  9.8  8.3  9.9  11.8  

農業委員の総数 平成 

27 

年度 

516  607  874  965  668  627  4,257  35,488  

  うち女性 50  58  30  52  24  29  243  2,650  

  女性の割合 9.7  9.6  3.4  5.4  3.6  4.6  5.7  7.5  

資料：農林水産省経営局調べ 

注：平成 30(2018)年度（平成 30（2018）年 10 月 1日現在）、平成 27（2015）年度（平成 27(2015)年 10 月 1 日現在） 

  農業委員数には農地利用最適化推進委員を含まない 

図表－4 府県別農協役員に占める女性の割合（近畿）               （単位：人、％） 

区 分 滋 賀 京 都 大 阪 兵 庫 奈 良 和歌山 近 畿 全 国 

農協役員の総数 平成 

29 事業 

年度 

378  172  418  393  28  307  1,696  17,272  

 うち女性 40  12  33  38  1  32  156  1,327  

 女性の割合 10.6  7.0  7.9  9.7  3.6  10.4  9.2  7.7  

農協役員の総数 平成 

27 事業 

年度 

390  174  424  389  29  302  1,708  18,139  

 うち女性 36  11  32  35  1  29  144  1,313  

 女性の割合 9.2  6.3  7.5  9.0  3.4  9.6  8.4  7.2  

資料：農業協同組合及び同連合会一斉調査 総合農協統計表（平成 29(2017) 事業年度）を基に近畿農政局で作成 

〇 基幹的農業従事者に占める女性の割合は、全国に比べ低く、かつ、減少傾向にあ

り、農業女子プロジェクトなどの取組を通して女性農業者の存在感を高めていく必

要があります。（図表－1） 

〇 一方、農業委員や農協役員に占める女性の割合は増加傾向にあります。更なる政

策・方針決定過程への女性の参画促進が必要です。（図表－3、4） 
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（６）経営所得安定対策 

 

図表－1 畑作物の直接支払交付金（ゲタ対策）の加入申請件数 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表－2 収入減少影響緩和交付金（ナラシ対策）の加入申請件数 

  

 

  

○ 平成 30(2018)年度(産)の近畿の加入申請件数をみると、畑作物の直接支払交付金

(ゲタ対策)は前年度に比べ 55 件減少の 1,805 件(全国の４％)となり、府県別では

滋賀県が約７割の 1,334 件を占めています。（図表－1） 

○ 収入減少影響緩和交付金(ナラシ対策)は前年産に比べ 269 件減少の 3,656 件(全

国の４％)で、府県別では滋賀県が６割の 2,193 件を占めています。（図表－2） 

資料：農林水産省調べ、近畿管内は近畿農政局調べ 

資料：農林水産省調べ、近畿管内は近畿農政局調べ 
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第４節 農業生産基盤の整備と保全管理 

（１） 近畿管内国営土地改良事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

  

図表－1  国営かんがい排水事業等一覧 （平成 30 年度時点） 

図表－3  国営総合農地防災事業一覧 （平成 30年度時点） 

図表－2  国営緊急農地再編整備事業一覧 （平成 30年度時点） 

図表－4  国営直轄管理事業一覧 （平成 30 年度時点） 

〇 国営かんがい排水事業は、主に兵庫県（東播用水二期地区）、滋賀県（湖東平野

地区）で、ダムや水路改修等を行っています。（図表－1） 

〇 国営緊急農地再編整備事業としては、京都府（亀岡中部地区）で、ほ場の大区画

化、汎用化を行っています。（図表－2） 

〇 国営総合農地防災事業としては、和歌山県（和歌山平野地区）で、農業用排水施

設の機能低下を軽減するため、排水機、農業用排水路等を整備しています。 

（図表－3） 

〇 なお、国が土地改良施設（ダム、頭首工等）を直接管理する国営直轄管理事業を

奈良県、和歌山県（十津川紀の川地区）で実施するとともに広域農業水利施設総

合管理事業を兵庫県（加古川水系地区）で実施中です。（図表－4） 

1
国営かんがい排水事業
（耐震対策一体型）

東播用水二期
（東播用水二期農業水利事業所）

ダム２ヶ所（改修）、小水力発電２ヶ所（新設）
揚水機場１ヶ所（新設）、調整池１ヶ所（新設）
用水路L=14.9km（改修，新設）、水管理施設１式（改修）

H25～H33
兵庫県神戸市、明石市、加古川市、三木市、加古
郡稲美町

2 国営かんがい排水事業
湖東平野

（湖東平野農業水利事業所）

ダム１ヶ所（湖内掘削）、用水路L=8.4km（改修）
地下水井22ヶ所（新設）、調整池2ヶ所（新設）
水管理施設１式（改修）

H26～H34
滋賀県近江八幡市、東近江市、愛知郡愛荘町、犬
神郡豊郷町

3 国営施設機能保全事業
日野川

（淀川水系土地改良調査管理事務所）
ダム１ヶ所（改修）、頭首工４ヶ所（改修）
揚水機場３ヶ所（改修）、送水管路L=1.1km（改修） H25～H34

滋賀県近江八幡市、東近江市、蒲生郡日野町、竜
王町

4 国営施設応急対策事業
大中の湖

（淀川水系土地改良調査管理事務所）
排水機１ヶ所（改修）、排水路L=1.2km（改修） H27～H31 滋賀県近江八幡市、東近江市

5 国営施設応急対策事業
南紀用水

（南近畿土地改良調査管理事務所）
頭首工１ヶ所（改修）、揚水機場１ヶ所（改修） H28～H31 和歌山県田辺市、日高郡みなべ町

番号 事  業　名
地  区  名

(事　業　所　名）
事  業  概  要 工 期 関係市町村

1 国営緊急農地再編整備事業
亀岡中部

（亀岡中部農地整備事業所）
区画整理A=444ha H26～H35 京都府亀岡市

番号 事  業  名
地  区  名

(事　業　所　名）
事  業  概  要 工 期 関係市町村

1 直轄管理事業
十津川紀の川

（南近畿土地改良調査管理事務所）
（管理施設）
ダム ２ヶ所、頭首工 １ヶ所 S58～

奈良県奈良市、大和高田市、大和郡山市、天理
市、橿原市、桜井市、御所市、香芝市、葛城市、
生駒郡安堵町、磯城郡川西町、三宅町、田原本
町、高市郡高取町、明日香村、北葛城郡上牧町、
王寺町、広陵町、河合町、吉野郡大淀町
和歌山県和歌山市、橋本市、紀の川市、岩出市、
伊都郡かつらぎ町、九度山町

2
広域農業水利施設

総合管理事業
加古川水系

（加古川水系広域農業水利施設総合管理所）

（管理施設）
ダム ５ヶ所、頭首工 ４ヶ所、
導水路及び幹線水路 ９路線（L=69.4km）、揚水機場 ３ヶ所

H2～
兵庫県神戸市、明石市、加古川市、三木市、小野
市、姫路市、西脇市、加西市、稲美町、加東市、
多可町

関係市町村番号 事  業  名
地  区  名

(事務・管理所名）
事  業  概  要 工  期

1 国営総合農地防災事業
和歌山平野

（和歌山平野農地防災事業所）
排水機５ヶ所（改修,新設）、排水路L=45.2km（改修,新設）
洪水調整池８ヶ所（改修）、排水管理施設１式（新設） H26～H40 和歌山県和歌山市、紀の川市、岩出市

工 期 関係市町村番号 事  業  名
地  区  名

（事　業　所　名）
事  業  概  要
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（２） 水田および畑の整備状況 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

田面積 畑面積

割合 割合 割合 割合

［ha］ ［ha］ ［％］ ［ha］ ［％］ ［ha］ ［ha］ ［％］ ［ha］ ［％］

全国 2,418,000 1,577,799 65.3 245,837 10.2 全国 2,026,000 1,558,613 76.9 487,709 24.1

近畿 173,300 99,922 57.7 7,802 4.5 近畿 50,200 23,975 47.8 14,561 29.0

滋賀 48,100 41,040 85.3 2,449 5.1 滋賀 4,010 2,448 61.0 1,232 30.7

京都 23,900 10,261 42.9 1,205 5.0 京都 6,710 2,178 32.5 1,679 25.0

大阪 9,140 1,318 14.4 242 2.6 大阪 3,790 1,116 29.4 610 16.1

兵庫 67,800 44,363 65.4 3,711 5.5 兵庫 6,400 3,036 47.4 2,158 33.7

奈良 14,800 2,545 17.2 161 1.1 奈良 6,090 3,117 51.2 1,473 24.2

和歌山 9,610 392 4.1 33 0.3 和歌山 23,200 12,080 52.1 7,409 31.9

区分 区分

近畿農政局管内府県別の田畑整備状況（平成29年）

30a程度以上区画整備済

50a以上区画整備済 整備済面積

末端農道整備済 畑地かんがい施設

面積

〇 平成 29(2017)年における水田の整備率は、30a 程度以上の区画に整備済のものは

10 万 ha と全体の 57.7％、50a 以上の大区画に整備済のものは 8 千 ha と全体の

4.5％を占めていますが、全国に比べると低い状況にあります。（図表－1、3） 

〇 畑の整備状況は、末端農道が整備されているものは 2 万 4 千 ha と全体の 47.8％

と全国に比べ低い状況にありますが、畑地かんがい施設が整備されているものは 1

万 5 千 ha と全体の 29.0％を占めています。（図表－2、3） 

資料：農林水産省「耕地及び作付面積統計」、「農業基盤情報基
礎調査」 

注：水田面積は毎年 7月 15 日時点（平成 13（2001）年度以

前は毎年 8月 1日時点）、水田面積以外は 3月末時点 

資料：農林水産省「耕地及び作付面積統計」、「農業基盤情報基
礎調査」 

注：1）畑面積は毎年 7月 15 日時点（平成 13（2001）年度以

前は毎年 8月 1日時点）、畑面積以外は 3月末時点 
2）末端農道整備済とは、幅員 3ｍ以上の農道に接してい
る畑 

3）畑地かんがい施設整備済は現在の集計方法と同等の年
のみ掲載 

資料：農林水産省「耕地及び作付面積統計」、「農業基盤情報基礎
調査」 

注：田の面積は毎年 7月 15 日時点、田の面積以外は 3月末時点 

資料：農林水産省「耕地及び作付面積統計」、「農業基盤情報基礎調
査」 

注：1）畑面積は毎年 7月 15 日時点、畑面積以外は 3月末時点 

2）末端農道整備済とは、幅員 3ｍ以上の農道に接している畑 

図表－1 水田の区画整備状況（近畿） 図表－2 畑のかんがい施設等の整備状況（近畿） 

図表－3 近畿農政局管内府県別の田畑整備状況（平成 29（2017）年） 
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（３）農業水利施設の長寿命化 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表－1 基幹水利施設の施設数、水路延長（全国、近畿） 

  

点的施設（箇所） 線的施設（㎞） 

  貯水池 頭首工 水  門 
管  理 

設  備 
機  場   水  路 集水渠 

全国合計 7,556 1,287 1,943 1,103 281 2,942 50,927 50,866 61 

うち耐用年数超過 3,950 123 666 786 203 2,172 19,794 19,756 38 

近畿管内 378 87 105 33 34 119 2,346 2,344 2 

うち耐用年数超過 172 6 33 21 25 87 1,056 1,054 2 

資料：農業基盤基礎調査（H28（2016）実績）より 

 

〇 農業水利施設の整備状況は、貯水池（ダム他）等の基幹的施設が 378 箇所、基幹

的水路が 2,346km となっています。これは、点的施設箇所数で全国の 5％、線的施

設でも 5％となっています。（図表－1） 

〇 このうち、基幹的施設の 46％である 172 箇所、基幹的水路の 45％である 1,056km

が耐用年数を超過している状況にあり、近年において施設の経年劣化等による突発

事故が増加してきています。（図表－1） 
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第５節 米政策改革の動向 

（１）水稲 

 

図表－1 作付面積の推移（全国・近畿）       図表－2 作付面積の推移（府県別） 

 
図表－3 収穫量の推移（全国・近畿）         図表－4 収穫量の推移（府県別） 

 

資料：農林水産省「作物統計」 

 注：１）子実用とは、主に食用にすることを目的にするもの 

     ２）作付面積の推移（全国・都府県・近畿）の近畿の値と作付面積（府県別）の各府県の値は、データごとに四捨五入するた

め、一致しない場合がある。 

 

 

○  水稲の（子実用）の作付面積は、全国同様、減少傾向にあり、平成 30（2018）年

産では約 10 万３千 ha です。（図表－1） 

〇 また、平成 30（2018）年産水稲の収穫量は、51 万 8 千 t です。（図表－2） 

〇 なお、平成 30（2018）年産水稲の作柄については、10a 当たり収量が 502kg（前年

比マイナス８kg）、作況指数は 98 です。 
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（２）需要に応じた米生産の特色 

 

図表－1 飼料用米作付面積の推移（全国・近畿）       図表－2  飼料用米収穫量の推移（全国・近畿） 

 

図表－3 加工用米・新規需要米の作付面積（府県別・平成 30(2018)年産） 

資料：農林水産省調べ。 

注：１）図表－１、２の近畿の値と図表－３の各府県の値は、データごとに四捨五入するため、一致しない場合がある。 

○  飼料用米の作付面積は、経営所得安定対策の浸透により平成 29（2017）年産まで、

全国同様、増加傾向でしたが、平成 30（2018）年産では輸出用米等に作付がシフトし

たこと等により減少傾向に転じ 1,396ha となりました。（図表－1） 

また、飼料用米の収穫量は、約 7千 tです。（図表－2） 

○  平成 30（2018）年産加工用米、新規需要米等の作付面積を府県別に比べると、加工

用米、飼料用米は滋賀県が最も取組が多く、ＷＣＳ用稲については兵庫県で野菜作と

の二毛作で取組が進められるなど、各府県がそれぞれの産地の状況を踏まえた中で、

需要に応じた米生産を推進しています。（図表－3） 
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第６節 主要農畜産物の生産等の動向 

（１） 小麦 

 

図表－1 作付面積の推移（全国・近畿）    図表－2 作付面積の推移（府県別） 

 

  図表－3 収穫量の推移（全国・近畿）      図表－4 収穫量の推移（府県別） 

 

資料：農林水産省「作物統計」 

 注：１）子実用とは、主に食用にすることを目的にするもの 

   ２）作付面積の推移（全国・都府県・近畿）の近畿の値と作付面積（府県別）の各府県の値は、データごとに四捨五入するため、

一致しない場合がある。 

  

○  小麦（子実用）の作付面積は、全国同様、ほぼ横ばいで推移しており、平成 30（2018）

年産では約 9 千 ha です。（図表－1） 

〇 また、平成 30（2018）年産産小麦の収穫量は、2 万 3 千 t です。（図表－3） 

〇 なお、平成 30（2018）年産小麦の作柄については、10a 当たり収量が 257kg（前年

比プラス６kg）、１等比率は 74.4％です。（前年比マイナス 8.8 ポイント） 
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（２）大豆 

 

図表－1 作付面積の推移（全国・近畿）    図表－2 作付面積の推移（府県別） 

 

図表－3 収穫量の推移（全国・近畿）       図表－4 収穫量の推移（府県別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：農林水産省「作物統計」 

 注：１）乾燥子実とは、食用を目的に未成熟（完熟期以前）で収穫されるもの（えだまめ等）を除いたもの 

   ２）作付面積の推移（全国・都府県・近畿）の近畿の値と作付面積（府県別）の各府県の値は、データごとに四捨五入するため、

一致しない場合がある。 

 

 

〇 大豆（乾燥子実）の作付面積は、全国同様、微増傾向で推移しており、平成 30（2018）

年産では約 9,700 ha です。（図表－1） 

〇 また、平成 30（2018）年産大豆の収穫量は、6 千 400t です。（図表－3） 

〇 なお、平成 30（2018）年産大豆の作柄については、７月上旬の豪雨による出芽及

び生育不良とその後の高温、台風の影響により、10a 当たり収量が 66kg（前年比マ

イナス 62kg）と大幅に低下しました。 
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小麦作付面積

1,000
  500
  100
   50
   10

 

資料：農林水産省統計部『作物統計』 

注：作付面積が 100ha 未満の県は表示していない。大豆は黒豆を含む。 

作付面積 シェア(％)

9,770 100

6,690 68

東近江市 1,370 14

近江八幡市 954 10

長浜市 873 9

野洲市 659 7

2,500 26

篠山市 627 6

区分

近畿

滋賀

兵庫

作付面積 シェア(％)

9,040 100

6,990 77

東近江市 1,650 18

近江八幡市 1,030 11

長浜市 831 9

野洲市 633 7

彦根市 445 5

1,790 20兵庫

区分

近畿

滋賀

大豆作付面積

1,000
  500
  100
   50
   10

 

は、都府県平均を上回る道県（単位：kg） 

小麦 大豆 
新潟
174

奈良 栃木
134 168

高い 愛媛 長野
129 165
群馬 富山 北海道
129 162 241
山梨 熊本 佐賀
118 161 186

京都 愛知 福岡
117 138 169

長崎 鳥取 福井 茨城 宮城
111 142 170 130 164

鹿児島 島根 石川 岩手 滋賀
109 127 150 128 147

広島 千葉 福島 岐阜 山形
107 119 129 117 142

宮崎 山口 岡山 兵庫 青森
106 110 116 102 139

低い 静岡 埼玉 大分 三重 秋田
105 109 101 90 130
100

～499

500

～999

1,000

～1,999

2,000

～4,999

5,000ha

以上

10a

当
た
り
収
量

○ 小麦及び大豆の作付面積は、滋賀及び兵庫の２県で近畿の 97％、94％を占めてい

ます。  

○ 10ａ当たり平均収量をみると、滋賀県の大豆は都府県平均（144kg）をわずかに上

回るものの、小麦は大規模作付県の中で下位に位置しています。   

参考：作付面積規模別に見た 10ａ当たり平均収量ランキング 

作付面積の上位５市（小麦） 作付面積の上位５市（大豆） 

ミニ分析 

小麦の作付面積（平成 30 年） 大豆の作付面積（平成 30 年） 

高い 愛媛
295

福井 北海道
215 460

奈良 栃木 群馬
215 357 425

宮崎 長野 愛知
195 332 406

広島 岡山 茨城 埼玉
190 321 308 374

福島 千葉 宮城 岐阜 福岡
181 289 355 297 320

秋田 長崎 香川 熊本 佐賀
167 258 319 290 313

島根 青森 山口 大分 三重
140 199 248 230 266

低い 京都 静岡 兵庫 岩手 滋賀
120 194 200 183 260

100

～499

500

～999

1,000

～1,999

2,000

～4,999

5,000ha

以上

10a

当
た
り
収
量

琵
琶
湖 

琵
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 (３)野菜 

 
図表－1 主要野菜の作付面積・収穫量の推移（全国・近畿） 

 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
資料：農林水産省 「作物統計」を基に農政局で作成。 
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○ 主要野菜の作付面積は、平成 28（2016）年産では、農業従事者の高齢化等により、

全国同様、平成 19 年産に比べ減少し、1万 4千 ha です。また、主要野菜の収穫量

は、天候に左右するものの、平成 28 年産は平成 19 年産に比べ減少し 44 万 t です。 

（図表－1） 
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 野 菜 

○ 近畿で作付けされている野菜のうち、収穫量の全国シェアが最も高い野菜は和歌山

県のグリーンピースで、全国の収穫量の 43％を生産しています。 

○ 次いで、大阪のしゅんぎくは全国第２位、兵庫のたまねぎは同３位などとなってい

ます。 

資料：農林水産省統計部『野菜生産出荷統計』 

収穫量の全国順位が上位の野菜 
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資料：農林水産省統計部『2015 年農林業センサス』 

作付面積が最も多い野菜（販売目的・平成 27 年） 

作付面積の上位５品目（販売目的・平成 27 年） 
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（４）果樹 

 

図表－1 果樹栽培面積の推移（全国・近畿） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

図表－2 主な果樹の栽培面積（平成 28年産） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：農林水産省 「耕地及び作付面積調査」、「果樹生産出荷統計」、「特産果樹生産動態等調査」 

 

 

0

5

10

15

20

25

30

35

40

0

5

10

15

20

25

30

35

H2 H7 H12 H17 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

(万ha)(千ha)

近畿 全国

8,670ha

(33%)

2,460ha

(9%)327ha
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※主な果樹(政令指定果樹)の栽培面積は、果樹農業振興特別措置法施行令(昭和36年5月27日政令第145号)第二条に定められている、
かんきつ類の果樹、りんご、ぶどう、なし、もも、おうとう、びわ、かき、くり、うめ、すもも、キウイフルーツ及びパインアップルの栽培面積です。

主な果樹の栽培面積（平成28年産）
（単位:ha）

全国 近畿 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 奈良県 和歌山県

うんしゅう

みかん
43,800   8,670    -         46        735      170      48        7,670    

その他
かんきつ類

26,300   2,460    2         27        28        93        24        2,280    

なし 14,070   327      57        87        4         67        75        37        

か  き 20,900   5,080    155      211      54        182      1,840    2,630    

も  も 10,500   903      11        23        44        38        22        765      

う  め 16,400   6,170    77        89        37        120      339      5,510    

ぶどう 18,000   1,070    60        87        426      276      76        142      

く  り 19,800   1,410    93        459      152      563      92        51        

その他 50,080   637      10        17        11        72        35        492      

合計 219,850 26,727   465      1,046    1,491    1,581    2,551    19,577   

○ 近畿における主な果樹の栽培面積は、近年、全国と同様、緩やかな減少傾向で推

移し、平成 28 年産の栽培面積は 26,727ha です。（図表－1） 

○ 近畿地域の主要果樹（※政令指定果樹 13 品目）の栽培面積は、全国の 12％を占

めており、このうち和歌山県が近畿全体の約 7 割を占めています。 

品目別にみると、うんしゅうみかんが３割、かき及びうめが２割です。 

（図表－2） 
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   果 樹 

○ 近畿で栽培されている果樹のうち、収穫量の全国シェアが最も高い果樹は和歌山県

のうめで、全国の収穫量の 65％を生産しています。 

○ また、和歌山県は、みかん、かきの収穫量も全国第１位、奈良県はかきが同２位と

なっています。 

資料：農林水産省統計部『果樹生産出荷統計』 

収穫量の全国順位が上位の果樹
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栽培面積が最も多い果樹（販売目的・平成 27 年） 

資料：農林水産省統計部『2015 年農林業センサス』 

栽培面積の上位５品目（販売目的・平成 27 年） 



２．強い農業の創造  

  54 

 (５)花き 

 

 

図表－1 花きの地域別、作付(収穫)面積                                  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図表－2 花きの種類別、作付（収穫）面積（府県別・平成 28(2016)年産） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：農林水産省統計部「花き生産出荷統計」、農林水産省生産局花き産業・施設園芸振興室「花木等生産状況調査」 

 

○ 花きの作付(収穫)面積は、増減を繰り返し平成 28（2016）年産は、1,709ha(全国シ

ェア 6.2％)で、前年産に比べ 303ha 増加しています。（図表－1） 

○ 平成 28（2016）年産の作付 (収穫) 面積を府県別に見ると、和歌山県（746ha、全

国 12 位）が最も大きく、次いで奈良県（353ha、全国 23 位）となっています。花き

の種類別に見ると各県とも切り花類が最も多く、各県とも 7 割～9 割を占めていま

す。（図表－2） 
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図表－1 茶の栽培面積・荒茶生産量の推移（全国・近畿）           

 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

図表－2 茶の栽培面積の推移（府県別 上位３県）                     

 

 

 
  
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：農林水産省「作物統計」 
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○ 近畿における茶の栽培面積は、全国が減少傾向にある中、概ね横ばいで推移して

おり、平成 28（2016）年産は、2,900ha です。荒茶生産量は減少傾向にあり 26

（2014）年産では 5 千 400t です。（図表－1） 

○ 平成 28（2016）年産の栽培面積を府県別に比べると、京都府が最も大きく３府県

計の約５割を占めています。（図表－2） 
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（７）畜産物 

① 乳用牛 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
区  分 

一戸あたり飼養頭数 

  順位注 

全  国 88.8  － 

上位 10 県    

  １ 三 重 162.6  26  

  ２ 北海道 134.2  1  

  ３ 島 根 99.0  21  

  ４ 大 分 97.6  17  

  ５ 熊 本 81.4  3  

  ６ 愛 知 78.2  8  

  ７ 鹿児島 78.1  12  

  ８ 栃 木 75.2  2  

  ９ 京 都 71.8  35  

  10 茨 城 71.2  7  

注：全体飼養頭数の全国順位  

○ 乳用牛の飼養戸数・頭数は、全国及び近畿ともに減少傾向で推移し、平成 31（2019）

年には全国で 1 万 5 千戸（対前年比 95.5%）、133 万 2,000 頭（同 100.3%）、近畿は 456

戸（同 94.4%）、2 万 4,400 頭（同 97.6%）です。（図表－1、2） 

○ 一方、一戸あたりの飼養頭数は規模拡大が進んでおり、平成 31(2019)年には全国で

88.8 頭（同 105.0%）、近畿 53.5 頭（同 103.3%）で、中でも京都府は、上位 10 位内に

入っています。（図表－4） 

図表－1 乳用牛飼養戸数の推移        図表－2 乳用牛飼養頭数・一戸当たり飼養頭数の推移 

図表－3 府県別の飼養戸数・頭数等      図表－4 一戸あたりの飼養頭数 
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② 肉用牛 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

区  分 
一戸あたり飼養頭数 

  順位注 

全  国 54.1  － 

上位 10 県    

  １ 滋 賀 222.7  29  

  ２ 北海道 200.3  1  

  ３ 三 重 166.7  23  

  ４ 静 岡 166.4  30  

  ５ 千 葉 162.9  18  

  ６ 愛 知 130.0  17  

  ７ 徳 島 118.1  25  

  ８ 埼 玉 113.7  33  

  ９ 福 岡 113.1  26  

  10 香 川 108.1  28  

注：全体飼養頭数の全国順位 

○ 肉用牛の飼養戸数は減少傾向で推移しているものの、飼養頭数は横ばいで推移し、

平成31(2019)年には全国で4万 6,300戸（対前年比95.9%）、250万 3,000頭（同99.6%）、

近畿は 1,520 戸（同 96.8%）、8 万 5,700 頭（同 101.7%）です。（図表－1、2） 

○ 一方、一戸あたりの飼養頭数は規模拡大が進んでおり、平成 31(2019)年には全国で

54.1 頭（同 104.0%）、近畿 56.4 頭（同 105.0%）で、滋賀県は、222.7 頭と全国１位で

す。 

図表－1 肉用牛飼養戸数の推移         図表－2 肉用牛飼養頭数・一戸当たり飼養頭数の推移 

図表－3 府県別の飼養戸数・頭数等       図表－4 一戸あたり飼養頭数 
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③ 豚 

 
 

   

区  分 
一戸あたり飼養頭数 

  順位注 

全  国 2,119 － 

上位 10 県   

  １ 青 森 4,819 10  

  ２ 広 島 4,432 22  

  ３ 島 根 4,400 32  

  ４ 栃 木 3,867 7  

  ５ 岩 手 3,832 8  

  ６ 秋 田 3,628 12  

  ７ 北海道 3,441 3  

  ８ 鳥 取 3,167 29  

  ９ 岐 阜 3,119 24  

  10 群 馬 2,970 4  

注：全体飼養頭数の全国順位 

○ 豚の飼養戸数は、全国及び近畿ともに減少傾向で推移するものの、飼養頭数は横

ばいで推移し、平成 31（2019）年には全国で 4,320 戸（対前年比 96.6%）、915 万 6,000

頭（同 99.6%）、近畿は 71 戸（同 104.4%）、4 万 7,700 頭（同 95.1%）です。 

 （図表－1、2） 

○ 一方、一戸あたりの飼養頭数は規模拡大が進んでおり、平成 31（2019）年には全

国で 2,119 頭（同 103.1%）、近畿で 672 頭（同 91.1%）です。（図表－4） 

図表－3 府県別の飼養戸数・頭数等        図表－4 一戸あたりの飼養頭数 

図表－1 豚飼養戸数の推移          図表－2 豚飼養頭数・一戸当たり飼養頭数の推移 
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④ 採卵鶏 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

区  分 
一戸あたり飼養羽数 

（千羽） 順位注 

全  国 66.9  － 

上位 10 県    

  １ 青 森 192.1  8  

  ２ 岩 手 157.0  14  

  ３ 広 島 137.3  5  

  ４ 秋 田 123.2  24  

  ５ 新 潟 120.6  11  

  ６ 茨 城 114.8  1  

  ７ 群 馬 99.2  7  

  ８ 岡 山 96.1  4  

  ９ 栃 木 91.9  12  

  10 兵 庫 87.3  13  

注：全体飼養頭数の全国順位 

○ 採卵鶏の飼養戸数は、全国及び近畿ともにほぼ横ばいで推移し、平成 31（2019）

年には全国で 2,120 戸（対前年比 93.0％）、近畿は、169 戸（同 98.3％）です。 

成鶏めす飼養羽数は、全国では増加傾向で推移し、1 億 4,179 万 2,000 羽（同

102.0%）、近畿は、年によって、ばらつきはあるものの減少傾向で推移し 755 万

1,000 羽（同 105.7%）です。（図表－1、2） 

○ 一戸あたりの成鶏めす飼養羽数は規模拡大が進んでおり、平成 31（2019）年には

全国で 6 万 6,900 羽（同 105.9%）、近畿は 4 万 4,700 羽（106.9%）で、そのうち、兵

庫県が 8 万 7,300 羽となり、全国 10 位です。（図表－4） 

図表－1 採卵鶏飼養戸数の推移         図表－2 採卵鶏飼養羽数・ 

一戸あたり成鶏めす飼養羽数の推移 

図表－3 府県別の成鶏めす飼養戸数・羽数等 図表－4 一戸あたり成鶏めすの飼養羽数 
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⑤ ブロイラー 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

区  分 
一戸あたり飼養羽数 

（千羽） 順位注 

全  国 61.4  － 

上位 10 県    

  １ 北海道 492.0  5  

  ２ 鳥 取 264.2  9  

  ３ 岡 山 133.9  11  

  ４ 島 根 129.3  34  

  ５ 青 森 108.5  4  

  ６ 新 潟 90.1  25  

  ７ 広 島 85.0  27  

  ８ 愛 知 77.9  24  

  ９ 鹿児島 74.2  2  

  １０ 千 葉 72.5  16  

注：全体飼養頭数の全国順位 

○ ブロイラーの飼養戸数は、全国及び近畿ともに減少傾向で推移している。一方、全

国の飼養羽数は増加傾向で推移しているが、近畿は横ばいで推移しており、平成 31

（2019）年には全国で 2,250 戸（対前年比 99.6%）、1 億 3,822 万 8,000 羽（同 99.6%）、

近畿は 95 戸（同 97.9%）、343 万 4,000 羽（同 97.8%）となっている。（図表－1、2） 

○ 一方、一戸あたりの飼養羽数は規模拡大が進んでおり、平成 31（2019）年には全

国で 6 万 1,400 羽（同 100%）、近畿で 3 万 6,100 羽（同 99.7%）です。（図表－4） 

図表－1 ブロイラー飼養戸数の推移      図表－2 ブロイラー飼養羽数 

・一戸あたり飼養羽数の推移 

図表－3 府県別の飼養戸数・羽数等       図表－4 一戸あたりの飼養羽数 
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第７節 生産現場の競争力強化等の推進 

（１）スマート農業 

 

図表－1 スマート農業実証プロジェクト採択課題一覧（近畿分） 

  市町村 実証課題名 実証グループ名 代表機関 実証経営体 領域 品目 

 
滋 

 
賀 

彦根市 大規模水田作複合経営（水
稲・麦・キャベツの輪作体系）

でのスマート農業一貫体系導
入による環境保全型省力・高
収益モデルの実証 

滋賀県水田作スマ
ート農業実証コンソ

ーシアム 

滋賀県農業技
術振興センター 

(有)フクハラファ
ーム 

水田作 
（大規模） 

水稲、
麦、キ

ャベツ 

 
京 

 
都 

亀岡市 中山間地域水稲栽培における
スマート農業技術・機械の一貫

体系の導入による作業支援と
省力・増収・高品質化の実証 

京都亀岡中山間水
稲生産支援スマート

農業実証コンソーシ
アム 

京都府農林水
産技術センター 

農事組合法人 
ほづ 

水田作 
（中山間） 

水稲 

 

兵 
 

庫 

養父市 持続的営農を目指した山間部

水田作地域におけるスマート
農業の実証 

養父市アムナックス

マート農業実証コン
ソーシアム 

養父市国家戦

略特区・地方創
生課 

株式会社

Amnak（アムナ
ック） 

水田作 

（中山間） 

水稲 

 

 
奈 
 

良 

下市町 

五條市 

先端技術導入による中山間地

域の特産品生産スマート化へ
の展開 －高機能機械やIoTに
よる農作業の省力化・遠隔管

理、AIによるデータ解析技術な
どを実装した近未来型柿生産
体系の構築－ 

奈良から発信する

柿生産スマート化コ
ンソーシアム 

近畿大学農学

部 

農事組合法人

旭ヶ丘農業生
産販売共同組
合、下市団地、

農事組合法人
赤松ハウス柿
生産組合 

果樹・茶 柿 

 
和
歌

山 

みなべ町 ウメ専作およびミカンとの複合
経営におけるスマート作業体
系の実証 

和歌山県スマート果
樹栽培実証コンソー
シアム 

和歌山県果樹
試験場うめ研究
所 

森川農園 
井澗農園 

果樹・茶 ウメ、ミ
カン 

 

【近畿スマート農業社会実装推進会議】 

 

 

 

 

 

                               

 

○ スマート農業の社会実装を加速化させるため、全国 69 地区において最先端の技

術を現場に導入し、実証事業を行っています。近畿は、５地区において実証事業を

行っています。（図表－1） 

○ また、近畿農政局ではスマート農業の社会実装を一層推進するため、農業者、民

間企業、地方公共団体等をメンバーとする「近畿スマート農業社会実装推進会議」

を設置しており(平成 31(2019)年３月)、令和元(2019)年８月の同会議では、ドロー

ンをテーマに、農業者や企業の取組発表やマッチング等を行い、関係者間の連携を

深めました。 

会議の様子 企業とのマッチング 
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（２）農作業安全対策 
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図表－2 農作業死亡事故推移（府県別）   

 （件） 

年 度 滋 賀 京 都 大 阪 兵 庫 奈 良 和歌山 

H25 5 - - 11 5 5 

H26 - 0 4 6 5 5 

H27 9 - - 7 0 5 

H28 - - 4 9 - 4 

H29 4 5 - 11 - - 

○ 農作業死亡事故の推移をみると、全国では毎年 300 件以上発生しており、そのう

ち８割以上が 65 歳以上の高齢者によるものとなっています。（図表－1） 

○ 近畿管内についてみると、作付面積、農家数が他府県と比較して大きい兵庫県

で、死亡事故件数が多い傾向となっています。（図表－2） 

○ 農林水産省では、「農作業安全確認運動」を展開しており、近畿農政局では、春

と秋に府県、農業者団体等を招聘した農作業安全ブロック推進会議を開催し、事故

防止に向けた情報共有、連携強化を図っています。 

資料：農林水産省調べ 

図表－1 農作業死亡事故の推移（全国・近畿） 

資料：農林水産省調べ（都道府県別死亡事故が１～３件は非公表） 
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26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

近畿 14,784 14,669 5,860 4,822 4,016

全国 166,373 154,669 129,389 111,864 95,147

0
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120,000
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0
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全
国

近
畿

資料：農林水産省調べ

注：各年度の値は、年度末の認定件数

※ 認定件数の減少は、再認定を受ける農家の減少による

単位：戸

第９節 環境保全に配慮した農業の取組 

（１）環境保全に配慮した農業 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 和歌山

28年度 1,526 1,482 33 1,400 440 979

29年度 745 1,559 14 1,186 375 943

30年度 180 1,619 12 1,032 302 871

0
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900
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資料：農林水産省調べ

注：各年度の値は、年度末の認定件数

※ 認定件数の減少は、再認定を受ける農家の減少による

単位：戸

○ 平成 30（2018）年度の近畿における環境保全型農業直接支払交付金の実施面積は

17,301ha（全国：79,465ha）と全国の 22％を占めています。（図表－1） 

○ 平成 30(2018)年度の近畿におけるエコファーマー(＊)の認定状況は、4,016 件（全

国：95,147 件）と、全国同様減少しています。（図表－2） 

  また、府県別では、京都府が 1,619 戸と多く、近畿の 40％を占めています。 

（図表－3） 

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

近畿 13,389 17,902 20,433 21,713 17,301

全国 57,744 74,180 84,566 89,082 79,465
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資料：農林水産省調べ

※ 平成30年度の実施面積の減少は、複数取組の制度がなくなったことによる

全国単位：ha

図表－1 環境保全型農業直接支払交付金実施面積    （全国・近畿）  

図表－2 エコファーマー認定数の推移（全国・近畿）            図表－3  エコファーマー認定数の推移（府県別）            

＊ エコファーマーとは 
持続性の高い農業生産方式の導入の促進に関する法律(平成 11 年法律第 110 号)に基づき、たい肥の施用等の土づくり技術、

化学肥料使用低減技術、化学合成農薬低減技術を一体的に導入する計画を立て、都道府県知事の認定を受けた農業者。 
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25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

近畿 487 512 534 559 578 568

全国 9,889 9,937 10,043 9,956 10,366 10,792
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資料：農林水産省調べ

注：各年度の値は、４月１日現在の認定面積

全
国

単位:ha

 

 

  

 

 

 

 

  

  図表－5 府県別有機 JAS 認定面積の推移            

○ 平成 30(2018)年の近畿における有機 JAS の認定面積は 568ha（全国：10,792ha）で、

有機 JAS 認定面積は緩やかに増加しています。（図表－4） 

〇 平成 30(2018)年の府県別では、滋賀県が 170ha、兵庫が 136ha と上位になっていま

す。（図表－5） 

〇 地目別の割合をみると、全国では普通畑が 47％を占める一方、近畿では水田

41％、樹園地 16％、茶園 14％です。（図表－6） 

41%
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全国

資料：農林水産省調べ

注：平成30年４月１日現在

田 普通畑 樹園地 牧草地 茶畑 その他

図表－4 有機 JAS 認定面積の推移（全国・近畿）     

図表－6 地目別有機 JAS 認定面積の割合（平成 30(2018)年全国・近畿）            

滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 和歌山

25年度 152 66 23 114 53 79

26年度 157 68 23 121 56 87

27年度 174 75 22 119 56 86

28年度 174 78 23 120 71 93

29年度 186 94 24 119 67 89

30年度 170 85 19 136 76 81

0

50
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資料：農林水産省調べ

注：各年度の値は、４月１日現在の認定面積

単位：ha
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第１０節 農業を支える農業関連団体 

（１） 農業協同組合、農業委員会、土地改良区 

 

 

 

  

図表－1 総合農協の推移 

（府県別・近畿・全国） 

 
 図表－2 組合員数の推移（近畿） 

 

 

区 分 H16 年 H30 年 増減数 増減率   
 

 

滋 賀 16 16 0 0%    

京 都 7 5 △ 2 △29%    

大 阪 16 14 △ 2 △13%    

兵 庫 15 14 △ 1 △7%    

奈 良 1 1 0 0%    

和 歌 山 12 8 △ 4 △33%    

近 畿 67 58 △ 9 △13%    

全 国 929 649 △ 280 △30%    

        

資料：農林水産省「農業協同組合等現在数統計」を基に、

近畿農政局で作成。 
 

 資料：農林水産省「総合農協統計表」を基に、近畿農政局

で作成。 

 

注：農協数は、信用事業を行なう専門農協を含む。         

＜農業協同組合＞ 

〇 総合農協数は、平成 30(2018)年度は 58 農協で 13%減少（平成 16（2004）年対比）

しましたが、減少率は全国の 30％と比べると少ないものとなっています。 

（図表－1） 

〇 また、近畿における組合員数は、平成 29(2017)年度には 142 万 1 千人と増加して

いるものの、正組合員の割合は 34％となり、19%減少（平成 15（2003）年度対比）し

ました。（図表－2） 
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図表－1 農業委員会数の推移（全国・近畿・府県別） 

委員会数 H 26 年 H 27 H 28 H 29 H 30 

 滋 賀 19 19 19 19 19 

 京 都 26 26 26 26 26 

 大 阪 43 43 43 42 42 

 兵 庫 40 40 40 40 40 

 奈 良 37 37 37 37 37 

 和歌山 30 30 30 30 30 

 近 畿 195 195 195 194 194 

 全 国 1,708 1,707 1,706 1,703 1,703 

 資料：農林水産省調べ（数値は、各年 10 月 1日現在）  

 

図表－2 農業委員数等の推移(全国・近畿・府県別）  (単位：人) 

委員数 

H 26 年 H 27 H 28 H 29 H 30 

      
(農地利用最適

化推進委員) 

  
(農地利用最適

化推進委員) 

  
(農地利用最適

化推進委員) 

 滋 賀 517 516 504 15 338 277 320 304 

 京 都 608 607 561 83 434 246 397 316 

 大 阪 875 874 833 9 624 134 610 134 

 兵 庫 965 965 897 50 715 311 586 490 

 奈 良 665 668 652 5 492 148 449 205 

 和 歌 山 627 627 594 39 449 210 372 288 

 近 畿 4,257 4,257 4,041 201 3,052 1,326 2,734 1,737 

 全 国 35,618 35,488 33,174 3,257 26,119 13,465 23,196 17,824 

 資料：農林水産省調べ（数値は、各年 10 月 1日現在）     

  注：農地利用最適化推進委員数は、農業委員数の外     

  

＜農業委員会＞ 

〇 農業委員会数は、平成 30（2018）年現在で全国 1,703 のうち、194 です。 

（図表－1） 

〇 農業委員数は、平成 28（2016）年の改正農業委員会法で選出方法が見直され平成

27(2015)年の 4，257 人から、平成 30(2018)年には、2,734 人と 36%減少しました。 

（図表－2） 

〇 農地利用最適化推進委員は、平成 28(2016)年の 201 人から、平成 30(2018)年には

1，737 人と大幅に増加しました。（図表－2） 
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図表－1 土地改良区数の推移（近畿・府県別）   

 
資料：近畿農政局調べ 

 
 

区分
平成10年度末

土地改良区数（Ａ）
平成30年度末

土地改良区数（Ｂ）
増減数

(Ｂ)－(Ａ)

（参考）
平成30年度末

市町村数

滋賀県 176 120 -56 19

京都府 92 73 -19 26

大阪府 83 78 -5 43

兵庫県 411 276 -135 41

奈良県 91 85 -6 39

和歌山県 76 60 -16 30

近畿計 929 692 -237 198

全　国 7,297 4,455 -2842 1,724

＜土地改良区＞ 

〇 土地改良区は、平成 30(2018)年度末現在、全国 4,455 地区のうち、692 地区で

す。（図表－1） 

〇 土地改良区の数は、合併による組織運営基盤の強化等を図るため減少傾向にあり

ますが、各府県別に見ると、兵庫県が最も多く（276 地区）、次いで滋賀県（120 地

区）、奈良県（85 地区）となっています。（図表－1） 


